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1.　はじめに
男女雇用機会均等法（以下、均等法）が施行された 80年代後半以降、テ
レビの画面上においても女性たちの存在感が大きくなって久しいが、番組そ
のものを実際に制作している現場のジェンダー構成については、現在でもあ
まり詳細は知られていない。画面と同じように女性たちが現場で活躍し、意
思決定の権限を持って仕事をしているのだろうか。あるいはニュース番組の
女性キャスターのように女性が寡占状態にある職が存在しているのだろう
か。発行部数と広告費の減少（1）により、かつてマス・メディアの雄であっ
た新聞の存在感が弱まっている中、テレビはインターネットの台頭を受けて
もなお「欠かせないメディア」、「一番役に立つメディア」の首位を守り、
人々が重要視するメディアとして現在も認識されている（木村 2014）。本
稿では、多様なメディア・コンテンツの中において最も影響力があるとされ
る、テレビ番組の送り手たちに注目する。そして、女性たちがどのような状
況に身を置き、いかなる問題を抱えながら仕事を行っているのか、その現状
を明らかにするため、雇用、ジェンダー、キャリアに関する問を中心に実施
したインタビュー調査を質的分析により検討・考察を行う。女性のテレビ局
正社員（以下、局員）に対する調査研究は量的・質的共にある程度の蓄積が
あるが、実際に現場の大部分を占めている制作会社の正社員・契約社員や放
送局に出入りしているフリーランサーについては、その働き方の現状を学術
的な立場から明らかにしたものは存在していない（2）。そこで本調査では、
テレビ局の報道部門で局員が主に担い手となって制作されるニュース番組で
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はなく、その他のジャンル（3）の番組制作に携わっている女性たちを調査対
象とした。もちろん、男性番組制作者の働き方に関する問題の把握も、現状
では何もなされていない状態ではあるが、本稿であえて女性を取り上げるこ
とには以下のような意義があると考えられる。
2012年の第 2次安倍内閣の発足以来、日本政府は「女性の活用」を声高
に推し進め、「202030」（2020年までに指導的地位の女性を 3割に）といっ
たスローガンも掲げている。しかし一方で、派遣労働等の不安定雇用に就き
がちな多くの女性たちとの格差を広げることにつながると、女性労働やジェ
ンダーの専門家らを中心に懸念の声もあがっている（4）。メディア産業にお
いても、大手メディア会社の女性正社員のみが活躍促進の恩恵に与ることが
可能となり、テレビ番組制作の現場を支える小規模制作会社のスタッフやフ
リーランサーたちはキャリア継続が困難となり、ますます厳しい労働環境に
立たされることになるのではないかと危惧される。筆者は、実際にそのよう
な立場にいる女性たちが現在どのような状況にあるのかを、キャリア形成の
側面から明らかにするために、表 1のように 2012年初頭より半構造化イン
タビューによる質的調査を重ねてきた。本稿で考察されるインタビュー調査
は、第 2次安倍内閣発足時の前後およそ 2年間に実施され、その対象者は
「テレビ局正社員以外の女性の番組制作者」（以下、女性番組制作者）たちで
あり、表 2に示した人々である。
本稿では、まず 2節において現在のテレビ産業における女性に関するデー
タを示し、先行研究の検討を行う。報道番組以外のテレビ番組の送り手女性
表 1　インタビュー調査の概要
調査時期 2012年 1月～2013年 12月
調査対象者 番組制作業に従事する女性、かつて従事していた女性
調査対象者数
首都圏の制作会社所属 7名、首都圏のフリーランス 1名、
地方の制作会社所属 2名、首都圏の元制作会社所属 1名
調査方法
機縁式により調査対象者を選定。1時間半から 2時間程度の半構造
化インタビューを実施。聴き取り内容は ICレコーダーに録音し、
文字化した後、分析をおこなった。
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にフォーカスした研究は、過去にほとんど例がないことを確認し、インタ
ビュー調査対象者の立ち位置を明確にする。3節では、女性番組制作者に関
する歴史と現状について、首都圏と地方の両方の概要をまとめる。次に 4
節では、テレビ番組制作の下請け構造と女性が就きがちな職種について検討
を行い、5節では、番組制作における女性の進出と雇用格差の関連について
考察する。6節では、女性番組制作者のキャリア形成の事例を検討し、7節
において、女性番組制作者のキャリア形成の考察から見えてくる今後の課題
を提示する。
2.　テレビ産業における女性―先行研究の検討
テレビ産業における女性の参画を測る調査は、現状テレビ局を対象とした
ものに限られている。1980年に 17%だった民放の女性比率は 2010年に
21.1％に（日本民間放送連盟 2013）、均等法施行からおよそ 10年後の 1995
年でさえ 7.6%にすぎなかった NHKの女性職員比率は、2010年には 13.6%
表 2　調査対象者一覧
職種 勤務地 年代 学歴 婚姻 子の有無
Aさん P／ D 首都圏 40代 都内私立大卒 既婚 1子
Bさん P／ D 首都圏 30代 都内私立大卒 未婚 なし
Cさん D 首都圏 30代 都内私立大卒 既婚 1子
Dさん D 首都圏 30代 海外大卒 未婚 なし
Eさん D 首都圏 30代 都内私立大卒 既婚 1子
Fさん D 首都圏 30代 都内私立大卒 未婚 なし
Gさん D 首都圏 40代 都内私立大卒 未婚 なし
Hさん D 首都圏 40代 海外大卒 既婚 なし
Iさん D 地方 30代 国公立大卒 既婚 2子
Jさん D 地方 40代 国公立大卒 既婚 2子
Kさん P 首都圏 50代 都内私立大卒 未婚 なし
※ Pはプロデューサー、Dはディレクター（5）
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になった（奥田 2011）。均等法施行から 7年後の 1993年度、1999年度、
2004年度と継続的に行ってきた調査結果を参照すると、女性比率は緩やか
に上昇しつつあるも、その伸びが鈍いことがはっきりと見て取れる（6）（日本
女性放送者懇談会 2005）。21世紀を迎えても 2割程度という水準は世界的
にみても著しく遅れており、テレビ産業の頂点に君臨するテレビ局は、完全
に男性中心の組織と言わざるをえない状況にある。本稿の冒頭にあるよう
に、すでにテレビ画面では女性キャスターやアナウンサーが番組を取り仕
切っているかのように見えているにもかかわらず、である。民放の部門別
データも参照してみよう。2004年度の調査では、「報道・制作情報系・ス
ポーツ」等の「番組」を作る部門では、女性比率は 2割程度だった。編成・
広報系（35.7%）や事業系（27.6％）、総務・人事・経理系（25.8%）は 3割
程度を女性が占めていたが、これらは残念なことに「番組制作」の最前線で
はない。一方、番組制作部門よりさらに数字が低いのが営業部門（17.4%）
である。ここは局の売上に関わる重要な部署であり、広告代理店やスポン
サーとの折衝や接待など交渉事の多い仕事をメインとする部門と想像がつ
く。しかし、テレビ産業はテレビ局だけで完結しているわけではない。各局
（特にキー局、準キー局）が大手新聞社との資本関係で構成された日本式の
メディア・コングロマリットの中にあり、そこには、音楽出版社、制作プロ
ダクション、芸能プロダクション等の関連会社も含まれている。また、現在
約 1000社は存在すると言われる大小の番組制作会社やフリーランサーたち
が「下請け」として存在し、それらの番組制作の場と制作者たちが存在しな
ければ、商品としての番組を作ることはできない。テレビ局の制作部門の局
員は、駆け出しの新人の時期を除けば、各番組の責任者として多くのスタッ
フを束ねる立場に配置されているだけで、実際の制作部隊の多くは局員では
ない。民放キー局のあるトップは「日本のテレビ局って、制作会社を内包し
たインフラなんですよ。」（長澤 2014: 121）と表現し、また、ある人気テレ
ビタレントも雑誌のインタビューで訴えているが（7）、そのインフラは巨大
化しすぎていて、実態を把握するのは容易ではない。番組が企画され、制作
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が行われ、放送局のマスター（主調整室＝番組を送出する設備）にテープが
納品されるという一連の流れの中に、番組制作会社やフリーランサーたちは
内包されている。しかし、番組制作の核をなしているはずの場所において、
どのようなシステム・人事・生産体制で商品である番組を作り出しているの
かについては、つまびらかになってはいない。特にそこでの労働に携わる
人々の生の声は、誰もが知っている著名な制作人の手記などを除けば、ほと
んど聞こえてこないといっていい。
女性の参画に関する数の実態については、テレビ局については前述のとお
り複数の調査が存在し、また、内閣府男女共同参画局が平成 24年に初めて
実施した調査においても、テレビ局の状況がある程度は詳細に見えてきた。
全社員の 2割程度である少数の女性たちが仕事と家庭を両立できるよう、他
の業界に引けをとらない支援制度が用意されている（内閣府 2011）。しかし、
ここで調査の対象となっているのは、あくまでテレビ局である。番組制作に
携わる人々全体から言えば、ほんの一握りの特権的立場にいる者たちのこと
に過ぎない。前述の継続調査の 2004年度版では番組制作会社も加えた調査
結果が発表された。回答率が低いために、参考として提示されるにとどまっ
ているが、制作会社正社員の女性比率もまた、2割を超えた程度つまりテレ
ビ局の女性比率と大差ない数字を示していた（日本女性放送者懇談会 2005）。
かつてカンターは 3割を超えることで、女性は希少で目立つ存在（＝
トークン）ではなくなり、自分たちの意見も通りやすくなり少数派ではなく
なると結論づけた（Kanter 1977）。上述の調査結果によれば、いまだにテレ
ビ番組の制作現場では、女性はマイノリティーのままなのだろうか、そして
数が少ないがゆえに自分たちの意見も通りにくいという状況にあるのか。実
はそう単純ではなさそうだ。2004年度の調査で注目すべき点は、正社員以
外の非正規スタッフに女性が多く、3～4割に達しているという事実である。
しかも、そのほとんどは、プロデューサーやディレクターという意志決定権
をある程度持った職種（7）ではなく、アシスタント・ディレクター（以下、
AD）等のいわゆる補佐役だ。ADはディレクターの補助的業務をこなしな
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がら経験を積み、いずれはディレクターに昇進していくのが順当であり、比
較的若い世代が就く職種と考えられる。では数字から判断すると、非正規の
女性 ADの半数近くは、ディレクターやプロデューサーに昇進する前に番
組制作業から退いているのだろうか。そもそも、非正規のまま昇進すること
があるのか、それとも、昇進する場合には、どこかで正社員への転換がはか
られているのか。そして、昇進した際には、男性と変わらぬ待遇と役割で番
組制作を主導しているのだろうか。
世界各国のデータを眺めると、日本のテレビ局における女性比率は最下位
グループに位置する。女性の社会進出が成功している北欧のスウェーデンや
デンマークが 40%を越え、西欧・北米が 30%台であるのに対し、日本は先
進諸国の中で極めて低いレベルにある（IWMF 2011）。終身雇用が当たり前
の日本のテレビ局と他の国々を、統計データだけで単純に比較することはで
きないが、意志決定権を持つ立場になる可能性がある正社員に女性が少ない
ことを、問題にしないわけにはいかない。アメリカで各マスコミ業界の女性
の現状をまとめた調査研究書を、1989年、1994年、2007年と継続して発表
しているクリードンらは、89年には「女性の増加が男性優位のマスコミの
システムを変えてくれるはずだ」、94年には「男女差別は減少し公正さが見
受けられ、確実に増えている女性の数だけでなく、彼女たちが持つ責任感が
力になるはずだ」と今後に期待をしていたが、2007年の最新版で「ポジ
ティブな変化に対する楽観主義は著しく減少した」（Creedon 2007: 275–
276）と見解を変えた。「女性たちは古いシステムを変えることなく、単に受
け入れて」（Creedon  2007: 276）しまったため、結局は伝統的な長時間労働
のルーティン・ワークを女性たちも男性同様に行っているという。30%を
越えているアメリカでさえ現状は明るいとはいえず、さらに女性が多く就い
ている職種の賃金が下落しているという。日本では、女性比率 20%前後で
低迷を続けるテレビ局の参画状況の陰で、テレビ番組制作を下支えする女性
たちが実は増えている。前述の継続調査の 2004年度版では、番組制作会社
の正社員は 21.4%、契約社員 34.8%、嘱託社員 45.7％となっており、不安定
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で賃金が低い身分になるにつれ、女性比率が高くなっている。
ここからは、実数調査では見えにくい、テレビ局員以外の女性番組制作者
の雇用やキャリア形成に関する問題を、過去の文献と今回のインタビュー調
査をもとに明らかにしていく。番組制作会社の正社員からフリーランスまで
様々な雇用形態にある女性たちの声から、番組制作現場の実態が浮かびあ
がってくる。
3.　女性番組制作者の歴史と現状―首都圏と地方
テレビ放送がスタートして約 10年後の 1960年代は、テレビ受像機が居
間の真ん中に鎮座し始め、皇太子ご成婚の映像や東京オリンピックの中継
等、家の中での最大のエンタテイメントとしてテレビ番組が受け入れられて
いった時代である（国広 2012）。それまでの街頭テレビのように、男性を
想定した視聴層に対する番組（仕事帰りの男性たちに向けたプロレス中継な
どが代表的）からシフトし、都市型生活を営む専業主婦層へ向けた「女性向
け番組」が多く制作されるようになった時期に、制作者にも女性が少しずつ
進出していった。「テレビにおける女性の進出」を議論する際、女性は十分
に活躍しており、実際に画面にも多く登場しているではないか、という安易
な展開になりがちだが、本稿は、画面に登場するアナウンサーやキャス
ター、そしてニュース報道を担当する記者（しばしば、現場から顔出しで状
況を伝えることも多い職）を除き、ニュース以外の番組映像をチームで作り
上げる仕事を行っている番組制作者にフォーカスしている。1960年代の民
放では、ワイドショーの草分け的番組であった「木島則夫モーニング・
ショー」を皮切りに、家庭の中で家事や育児に専念する多くの女性たちに向
けた番組が、大半が男性たちと、そしてごく少数の女性たちによって送り出
されていった。また、主に NHK教育テレビや NET（テレビ朝日の前身）
では、テレビに課せられた「教育」的な使命を担うため、女性向けの教育番
組に女性のディレクターが起用された（日本女性放送者懇談会 1994）。そ
して、東京オリンピックの選手村取材に女性のディレクターが必要になった
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ことで、各局が女性スタッフを臨時採用したことも女性番組制作者の登場を
後押しした（国広 2013）。
70年代には、テレビ局から独立して制作を行う番組制作会社（プロダク
ション）が登場し、テレビ局以外にも女性番組制作者が存在するようになる
が、もちろん少数派であったことは間違いない。1977年にテレビマンユニ
オンとドキュメンタリージャパンという二つの会社にそれぞれ入社した女性
たちは、同じようなキャリア形成の道をたどっている。2名共、入社当時は
現場には行かせてもらえない制作デスクとしてキャリアをスタート、現場へ
出たいと自らアピールすることによって、現在のキャリアを築きあげてきた
（日本放送者懇談会 1994）。それは特別な「思い」と「意志」を貫き通した
少数の女性だけにしか実現できなかったことであり、1986年の均等法が施
行されるまでは、現場の女性の数はほとんど増える気配を見せなかった。
一方地方局では、1990年代までは、自社制作といえばローカルニュース
番組がメインだったこともあり、番組制作に関わるのは男性記者がほとんど
であった。もちろん、均等法で採用された少数の局員の女性記者はおり、良
質なドキュメンタリー番組も生み出されていたが、女性は画面で原稿を読む
アナウンサーや番組アシスタントの仕事が主だった。しかし、専業主婦層や
パートから帰った主婦層をターゲットにした夕方ワイド番組（8）が新たに登
場した時、女性が制作現場で必要な存在となっていく。朝のワイドショーが
東京のキー局制作の全国的な番組である一方、夕方ワイド番組は、デイリー
で放送されるローカル情報番組である。毎日、主婦向けの新しい地域情報を
盛り込んで制作されるため、多くの女性スタッフが必要とされた。地方局で
は正社員の採用枠は非常に少ないため、ほとんどの女性たちは非正規で、つ
まり期間契約や派遣で番組制作の仕事に従事するようになる。ある地方局で
は、初期の担当プロデューサー（男性）が意識的に女性中心にスタッフ編成
を行って成功し、現在も長寿番組として継続しているという例がある。10
年以上この番組の制作に関わっている Iさんによれば、12～13名いるディ
レクターのうち、女性が 8名を占め、4名の ADはすべて女性で番組を回し
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ているという。そして、彼女たちのほぼ全員がテレビ局員ではない。
4.　テレビ番組制作の構造と女性たち
本節では、テレビ局員ではない女性たちが多く吸収されている現場につい
て確認するため、番組制作の下請け構造の実際と、そこで働く女性たちの立
ち位置が理解しやすい「女性職（10）」について、インタビューで述べられた
言葉を引用しながら描いていく。
4-1　下請け構造
1970年代以降、放送局を退社した人々による独立の制作会社が誕生し、
さらに各局が系列子会社として制作会社を設立したため、首都圏では、局員
ではない人々が番組制作に携わるケースが増えていった。それと共に出来上
がったのが制作の受注発注による、産業としてのヒエラルキー構造であり、
テレビ番組が倫理的な問題を引き起こした際に、世間で語られる「下請け問
題」がこれによって引き起こされている（中川 2009）。放送局–制作会社を
縦軸として番組制作を行う産業構造は、製造業における下請け構造と似てい
る。扱っているものが「モノ」ではなく、テープに収録されている「映像」
であるというだけで、まさに前述のキー局トップが言うところの「制作会社
を内包したインフラ」である。番組のジャンルは様々あるが、下請けである
番組制作会社が製造現場となり納品テープを作り上げる「完パケ納品」、演
出スタッフは外部の人間であるが製造現場はテレビ局内の場合は「演出委
託」と呼ばれ、様々な受注発注パターンがある。その他、番組内の VTR部
分は「完パケ納品」だが、スタジオ部分の制作と最終的な仕上げは局内で
行っている混合型の制作体制も多く見うけられる。これらの現場では、最高
責任者であるテレビ局員のプロデューサーを筆頭に、番組制作会社の社員、
テレビ局が契約するフリーランスのスタッフ、番組制作会社の契約スタッ
フ、派遣会社からのスタッフなど、実に様々な雇用関係の、そして報酬も実
にまちまちなスタッフたちが、一つの番組を作りあげるために働いている。
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4-2　女性職
「スカートをはいた男か、一流のホステスか（10）」。再び、前述のタレント
の言葉を借りるなら、まさにこの表現が番組制作現場の女性を言い表してい
る。今回のインタビュー調査からその特徴が明らかになった職種に、アシス
タント・プロデューサー（以下、AP）というものがある。文字通りプロ
デューサーの補佐役であるのだが、プロデューサーの女房役か秘書のような
存在であり、その他スタッフ達の姉や母のような役回りであるようだ。正式
には、テレビ局の担当者（ほとんどが男性）を相手にプロデューサーが営業
活動や折衝を行っている間に、スタッフや出演者のマネージメントや制作ス
ケジュールの管理などの仕事をするのが APの主な役割である。そして、こ
の職に就いているのは、女性である場合がほとんどだというのだ。ディレク
ターとして自分なりの分野を確立している育休中のディレクター Cさんは、
「APだけは絶対いや。子どもがいるからって、がまんしているのかもしれ
ないけど、そんなのやるくらいなら、仕事やめて親子カフェでも経営します
よ」と語る。彼女の言葉には、この職種の特色がよく表れている。
カンターは「企業のなかの男と女」において、少数派のトークン（象徴）
である女性が同じ職場の男性にとって「母」の存在になっており、生活上の
相談役や慰め役になっていたことを報告している（Kanter 1977）。今回の調
査においても、APはまさに「母」的な業務を行い、他のスタッフのお世話
役をつとめていることが判明した。では、女性に課せられる性別役割分業の
もうひとつのジェンダー・ロールである「妻」（もしくは恋愛関係にある異
性）的な存在である可能性はないのか。筆者の質問に Dさんからは、「私が
入社したころ（10年以上前）は、明らかにその残り香がありました。最近は
ちょっと変わってきてはいると思うけれど、居心地悪かったです」という答
えが返ってきた。また、非常にデリケートな問題であるために、答えた人物
の仮称を付けずに記述するが、「それはもう当然という感じで。本物の愛人
を APとして雇っているプロデューサーもいた」という証言も得られている。
「母」であれ「妻」であれ、女性は「女性職」である APに囲い込まれてそこ
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から出ていくのは容易ではなかったことがわかる。番組制作業から 15年ほ
ど前に退出した Kさんによれば、彼女は周囲からはプロデューサーの「妻」
的な存在と見られ（実際には違っていたにもかかわらず）、その他のスタッ
フからは「母」のように頼られていたという。スタッフと飲みに行けば仕事
の愚痴を聞かされ、それを慰めるという役割を常に引き受けていた。90年
代のことである。看護師やキャビン・アテンダントなど、女性が多く就いて
いる職種には感情労働（11）が伴いがちであるが、AP職も同様なのだろうか。
さらに Kさんは「絶対に独立したプロデューサーとして番組を持つこと
ができませんでした。一人である局に営業しようとしても、同じ会社のその
局担当の男性から妨害が入りました」と証言した。Kさんよりも 20年遅れ
て番組制作業に参入した Bさんも「この業界はホモ・ソーシャルな世界。
年上のテレビ局の男性担当者が制作会社の年下の男性プロデューサーを可愛
がる様子は、まるでボーイズ・クラブ」と語る。放送局の男性プロデュー
サーが制作会社の男性プロデューサーを贔屓にして仕事を発注し、受注した
男性は女性 APを補佐役にして番組制作を実行していく。しかし、Gさんに
よると「最近は不景気で APを置く予算的余裕のない番組も多い」ようで、
そのしわ寄せは ADに向かっているようだ。
2004年度の調査（前出の継続調査）で明らかになったように、下位職種
である ADに女性が多く存在しているという最近の傾向についても、多く
の調査対象者から裏付けとなる証言が得られている。Fさんが所属する会社
では、ADの半数以上が 20代の女性 ADであるという。彼女たちはディレ
クターの補佐役であり、本来ならばいずれは昇進してディレクターとして演
出業務を任されていくはずであるが、多くの女性 ADが AP志向であるとい
う。しかし、AP職も狭き門（前述のとおり、予算的理由から職が減ってい
る）であるため、実際には昇進前に辞めてしまうことが多いようだ。さらに
フリーランスのHさんは、「女性 ADは多いが、仕事がしやすいのは男性
AD。女性は怒られ慣れていないので扱いにくい」、「ADが嫌で、男性プロ
デューサーに泣きついて APにしてもらった娘もいた」と女性 ADのネガ
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ティブな一面を語っている。一方 Bさんは、「夜中に編集室に残って辛い仕
事をこなしているのは、決まって女性 AD」と証言する。女性 ADに関して
様々な印象が語られているのは、それだけ女性 ADが多く存在している証
拠でもある。
地方においても同様のようだ。Jさんは「最近の女の子の ADは ADのま
までいいという子もいる」と語り、Iさんも「ADの女子は番組契約の不安
定な身分で、ディレクターにならないし、なりたがらない」という。そして
30歳近くになると、自然に辞めていくのである。結婚や出産という直接的
な理由もなく。
5.　女性の進出と雇用格差
日本と比べれば、はるかに女性の参画が進んでいる米国において、メディ
ア界で働く女性が増えた結果何が起こったのかをクリードンはこう指摘して
いる。「この分野の女性の大多数は、女性のためになる優れたパワーや影響
力を意味しない。そうではなくて、給与水準の低下や業界での地位の低下を
意味することになってしまった」（Creedon 1989: 3）と。AP職には見向き
もせず、女性としては希少なバラエティ番組のディレクターとして活躍する
Fさんからは「お給料は固定給です。残業代もないし、どれだけ忙しくても
給料は変わりません。自分の企画が通れば、ボーナスが少し上乗せされる程
度ですね」という語りがあった。
ディレクターとして一人前になってもなお、彼女のお給料は残業代も出な
い固定給であるという。そして、驚くべきことに会社の給料体系に昇給とい
うシステムがない。ADの半数以上が女性であるというのだが、ディレク
ターとなると女性は 2割しかいない。つまり 3割の女性 ADは昇進前に仕
事を辞めてしまっているという計算になる。彼女の会社では、ADからディ
レクターに昇格するには 5年程度かかるということだが、多くの女性 AD
が 30歳になる前に、番組制作業から退出してしまっている。これが 90年
代までであったならば、「そろそろお年頃だから」と結婚退職をイメージし
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て終わりだったかもしれない。しかし、彼女の職場では、同期入社の社員の
半数以上が数年で退職（男性 6人のうち 4人、女性 2人のうち 1人）して
いる。そこにジェンダー差はない。また、前述の女性 ADたちの多くは、
社員ではなく非正規の契約 ADであることも見逃せない。昇給がないとは
いえ、正社員でディレクターに昇格して活躍する Fさんと比較すると、不
安定な身分でおそらく薄給な契約 ADの女性たちは、5年間の頑張りの向こ
うにある光が見えずに、退出を余儀なくされたのだと想像がつく。さらにい
えば、正社員で入社した男性たちが早々に業界から退出しているのも、実は
経済的な問題が大きいのではないか。
番組制作における雇用形態に関する実態調査では、地方ラジオ局を事例と
して番組制作に関わる人々の雇用の問題が明らかにされている。それによれ
ば、正社員は数年ごとに人事異動があるため、ラジオ局という企業を経営し
ていくための幅広い知識・経験は積むことができるが、番組制作に必要な専
門的な知識が身に付きにくい。そこで、正社員でなく非正規のスタッフが現
場を回す場面が観察されたという（久本・川島 2008）。実際、筆者がイン
フォーマルに行った地方局契約社員への聞き取りによれば、番組プロデュー
サーだった同僚が人事異動で経理担当になった事例があった。また、上司で
ある社員プロデューサーが番組制作の細かな段取りを理解していないため、
予算・時間・人員配分が適切に行われず、非正規の制作スタッフたちがそれ
をカバーするために徹夜作業を余儀なくされたり、無理をして二重・三重に
仕事を引き受けてしまい、各番組のクオリティが低下するという事態が常態
化していると証言している。久本らの実態調査の報告では、社員―非正規の
ディレクター―非正規 ADと、職位が下がるにつれて平均年収がほぼ半減
していくことこが明らかにされており、同じ現場で働く者たちの所得格差の
広がりについて懸念を示す記述がある（久本・川島 2008）。これは首都圏
か地方かで程度の差はあれ、テレビ番組制作の業界でも同様だと考えて差し
支えないだろう。そして、今回のインタビュー調査では、この所得ヒエラル
キーの最下層に非正規の女性 ADがいることが判明した。クリードンが嘆
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いたアメリカの現実が、日本にも 20年遅れで押し寄せている。
6.　女性番組制作者のキャリア形成
予算的な問題からその職種の存在自体が少なくなりつつある AP職、そし
て低賃金で非正規雇用が多い AD職。前節で描いたこれらの「女性職」から
抜け出し、意思決定権をある程度持つプロデューサーやディレクターとして
の地位を築くことができた今回のインタビュー対象者は、いったいどのよう
にしてキャリアを展開することができたのだろうか。ここからは、世代、雇
用形態、首都圏と地方の比較といった視点を用いながら、女性たちのキャリ
アパスのパターンを明らかにしていく。
6-1　世代による違いと共通点―就業前後
今回の調査では、アシスタント職（ADや AP）ではなく、ディレクター
やプロデューサーの地位に昇進済みの女性たちを対象に聞き取りを行ってい
る。30代前半～40代までと年齢の幅があり、40代はバブル期、30代は就
職氷河期に就業しているため、キャリアの重ね方に違いが見られる。また、
地方においては、バブル期世代の女性番組制作者はごく少数で、ほとんどが
氷河期世代に属している。
彼女たちの職業選択における意識は、世代によって明らかに違う。すでに
テレビ画面において女性が活躍しはじめ、女性がメディアの仕事に携わると
いうことがイメージできていた世代の 30代は、ほぼ全員が学生時代からマ
スコミ志望であった。高校時代から放送部で活躍、映像の勉強のために留
学、テレビ番組制作を目指して大学を受験、マスコミ関係に進みやすい学科
に入るなど、戦略的に現在の職業を選び取ってきている。野球が大好きで、
高校時代に女性名物スポーツ記者が活躍している姿に憧れてマスコミを目指
した Cさんは、大学ではマスコミ就職に強い学科を選び、新聞社、テレビ
局、制作会社を次々に受験した。氷河期世代にとって大手マスコミへの就職
はかなりの狭き門であったが、東京のメディア企業をひととおり受験し、そ
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して制作会社としては大手の会社に落ち着いた。Fさんの場合はさらに具体
的だ。高校の時点でテレビ番組制作に興味を持ち、東京の大学を選んだのも
上京するための手段だったようだ。バラエティを得意とする現在の会社に入
社して、ADとして 5年間ハードワークをこなした後ディレクターに昇進し
た。その頃には同期は 8人から 3人に減っていたという。男性にとっても乗
り越えるのが難しい AD時代を Fさんが生き残って来られたのは、ディレ
クターになって番組を作りたいという具体的な夢があったからだ。
一方 40代の女性たちは、世の中の経済状況の変化に影響を受けながら、
その時々の流れに乗ってチャンスを掴んできた印象がある。Aさんは大学
卒業後にアメリカに留学、現地のアルバイトを通じて映像制作に興味を持っ
た。同年代のHさんもアメリカに留学、現地でラジオの仕事に携わったの
ち帰国して、日本の番組制作会社に入社した。AさんもHさんも大手メ
ディア会社の新卒年齢基準を超えていたため、制限の少ない制作会社を選ば
ざるを得なかった。Gさんは前述の 40代 2名より年齢が若干低く就職氷河
期初期の世代であるため、就業動機はどちらかといえば 30代に近く、学生
時代からマスコミ志望であった。小さな制作会社を経て大手番組制作会社で
非正規の契約ディレクターとなり、その後嘱託社員になっている。
では、就業後にそれぞれの世代は、女性であるということでどのような経
験をして来たのだろうか。全員に共通するのは、「仕事を始めた当初だけは、
女性は得」だったということだ。40代が就業した頃は、女性スタッフは少
数派であったため、どこに行っても何をするにも「特別な」存在として注目
され得をしたようだ。30代は会社内では男女の区別をあまり感じなかった
が、外部（テレビ局や取材先）では珍しがられることが多く可愛がられたと
いう。2節で述べたように、現在でも女性比率が 2割程度で低迷しているテ
レビ局に対して、すでに女性比率（雇用形態は別として）が 4割に達しよう
としている制作会社では、かなり状況が変わってきていることが確認できた。
均等法という就業の入り口に対する平等政策が、番組制作の業界においては
就業前後の短期間については有効に働いていると考えられる。
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6-2　キャリア形成を阻む壁
AD時代を乗り越えてディレクターとなった女性たちが、最初にぶつかる
壁は何なのだろうか。4節でも少し触れているが、制作会社に番組を発注す
るテレビ局側の担当者は圧倒的に男性が多い。彼らは AD時代の女性は可
愛がるが、仕事を発注する相手として女性を指名してくることは滅多にない
ようだ。特に予算規模の大きいプロジェクトにおいて、多くのスタッフを従
えてテレビ局との交渉の場に就くのは決まって男性だ。「女性だから、あま
り前に出ないようにしよう」としていた Cさん、「会社の営業ルートでは女
性にチャンスはないと思って、大学の先輩など独自のルートを開拓するしか
なかった」と語る Bさん、現在はプロデューサーとしても活躍している 2
名（共に 30代）だが、一人前になった後に訪れる壁に苦労したようだ。
40代の Aさんは 20代後半で子どもを持ったことで時間的制約があり、
大きなプロジェクトでは周囲に迷惑をかけてしまうという気持ちが大きく、
マイペースで動ける小規模な仕事を中心にキャリアを築いてきた。Aさん
に限らず女性プロデューサーは、ある限られた視聴者層を狙った専門的な番
組を担当することが多い。地上波のミニ番組や、BSや CSといった局の映
画、ファッション、料理、旅などの予算規模の小さな専門番組ならば、男性
と競い合う機会も少なく、より専門的な知識が多い方が有利な場合がある。
同じく 40代のHさんは、現在はフリーランスのディレクターだ。テレビ
局から直接声がかかって仕事をするという職人的なスタンスで仕事をしてい
る。当初は制作会社に所属して、ゴールデン帯の情報バラエティ番組など地
上波テレビの王道のような番組を多く手がけてきたが、30代に入ってから
会社組織をわずらわしく感じてフリーになる決意をした。男性と同じように
仕事と遊びに忙しい 30代を過ごし、40歳手前で縁あって同じフリーランス
の同業者と結婚した。その後もお互い多忙な日々で、10年後の生活が見通
せないフリーランス夫婦であるため子どもはあきらめている。
ここで明らかになったのは、テレビ番組の制作現場に多くの女性が進出し
ているにもかかわらず、その構造と文化がいまだ男性中心主義であるという
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予想された事実である。女性たちはキャリアを重ねる上で、それぞれに知恵
を絞って、あるいは何かをあきらめて、男性との不毛な戦いを避けながらサ
バイバルしている印象がある。
6-3　女性番組制作者のマミートラック
前述の Aさんが専門的な小規模番組を担当することで、女性のプロ
デューサーとして仕事を継続しキャリア形成を行ってきたように、子どもを
持った女性番組制作者ならではのマミートラック（12）のパターンがある。現
在はシングルである Bさんは、近い将来に結婚・出産をのぞんでいるが、
子どもを持ったディレクターは APなどの補佐的なプロデュース職に移行せ
ざるを得ない場合が多い現状を嘆き、今後の仕事とプライベートの配分につ
いての悩みは大きいと語る。育休中の Cさんは、ディレクターとしてある
程度の地位を築きあげた段階で子どもを持ったため、休んでいる最中でも仕
事の相談が舞い込んでくるという。しかし、ここ最近の局からの発注パター
ンが、あまりに制作期間の短い急な発注が増えているため、子どものケア責
任を担う女性がそういった番組の受注をすることは、時間的に困難だろうと
いう見解だ。
しかし一方で、マミートラックにさえ乗れない人々も存在している。Bさ
んや Cさんのような正社員である人々は、たとえ仕事の仕方が変わるとし
ても、育児休業制度や時短勤務制度を利用できる立場にあるが、Eさんのよ
うな番組ごとの契約ディレクターは、そのような両立支援制度を受けること
ができず、子どもが保育園に入るまでは無収入だった。現在は比較的時間の
融通が利く夫との協働で、どうにか育児しながらディレクター業をこなして
いるという。嘱託の契約社員である Gさんの会社では、子どもを持って仕
事を継続できているのは支援制度の恩恵を受けられる正社員だけであり、嘱
託の契約社員である自身を含め非正規のスタッフは、出産はおろか結婚して
いる女性が少ないと語っている。5節で述べた雇用格差は、キャリアをある
程度築いた後の結婚・出産というライフ・イベントを迎える時期に、女性と
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しての生き方に大きな違いを生む。
一方、3節の最後に触れたように、地方では女性番組制作者のほとんどが
非正規雇用である。そのため、正規と非正規の違いによる支援制度の有無で
はなく、他の要因によってキャリア継続の可否が決まってくる。Jさんの場
合は、夫婦双方の実家と近接居住し、保育園のお迎えや放課後の子どもの面
倒などの場面で、両親らの手を借りることが可能だ。また、Iさんの場合は
実家の親の手助けはほとんど得られない状況にも関わらず、二人の子どもを
持つことができている。筆者が分析した両立可能要因としては「街の規模」
と「職場の理解」の 2点が挙げられる。自家用車が主な交通手段である地方
都市であり、街の隅々まで 30分あれば移動できるというほどよい規模が、
仕事場から育児の場へのスムーズな移行を可能にしている。また、女性を多
く採用している夕方ワイド番組の担当であるため、周囲に理解ある女性ス
タッフが多いことが、彼女にとってエンパワーメントとなっている。夕方の
生放送中に保育園のお迎えのために退社する Iさんには、主に特集の VTR
取材を割り振ることで、彼女の裁量で仕事ができるよう同僚が計らってくれ
ている。
正規であれ非正規であれ結婚・出産を体験し、共に 2人の子どもに恵まれ、
育児を通して得られた経験が番組作りにも良い影響をもたらしていること
を、地方で働く 2名は証言している。しかし、首都圏の場合は正規であっ
てもマミートラックに乗らざるを得ないことが多く、非正規にいたっては、
女性ならではのライフ・イベントを避けたライフ・コースの選択をするほか
ないため、番組制作という同じ仕事に携わる女性たちの間の「女女格差（13）」
が生じている。
7.　おわりに
本稿では、日本のテレビ番組制作の仕事に携わる（テレビ局正社員ではな
い）女性番組制作者の現状を明らかにし、彼女たちのキャリア形成のあり方
をインタビュー調査の分析を通して考察を行った。そこで見えてきたのは、
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未だ 2割の壁を越えるか越えないかでとどまっているテレビ局の男性中心
主義が、下請けである番組制作会社をのみこんで支配する産業構造のあり方
である。非正規雇用の女性たちの参加により、実は半数を女性が占めている
番組制作会社においても、男性中心主義が「予算」と共に降りてきて「下請
け」の人々を支配している。このような状況の中でも、均等法以降は番組制
作の仕事に就く女性たちの数は徐々に増え、一部の人々においては、出産・
育児というライフ・イベントを支援制度や近親者による手助けにより乗り越
えて、自分なりのキャリアを築くことができ始めてはいる。今回、調査対象
者から聞こえてきたのは、女性が番組制作の仕事を継続することの「困難
さ」と共に、実は番組制作の「やりがい」についてであった。何よりも、
「自分の考えを多くの人々に発信できる、この面白い仕事から撤退したくな
い」という本人たちの思いがあるからこそ、キャリア継続の難しさへの言及
がなされたのである。番組制作会社の正規雇用者も非正規スタッフも、そし
てフリーランスや地方のディレクターも、全員が同様に情熱を持って仕事に
取り組んでいることが強く伝わってきた。
1999年の男女共同参画社会基本法施行後、男女共同参画基本計画（14）に
のっとって、特に重要とされる研究者や国家公務員などの女性活用を推進す
べく、具体的な数値目標を持った施策が実行されてきた。第二次（15）、第三
次基本計画（16）では、「メディアにおける男女共同参画の推進」が重点分野
に取り上げられてはいるが、他の分野で挙げられているような具体的な施策
例が挙げられてはいない。女性の参画を促しメディア自身が変わっていくた
めの実行力のある策が果たしてとられるのだろうかと、正直危ぶまれる現状
である。女性が活躍するために必要な施策のキーワードの認知度（「男女共
同参画」64.6%、「ワーク・ライフ・バランス」37.0%、「女子差別撤廃条約」
35.1％）がまだまだ低いことの要因として、メディア側の意識の遅れが、報
道や番組内でのトピックの取り上げ方に滞りや偏重を生じさせていると考え
るのは、理にかなっている。ハードなニュース報道のみならず、子どもや若
者を含む多くの人々が、日々の楽しみや情報収集のために視聴するテレビ番
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組においても、身分差のない多くの女性たちがそこに関わることでおのずと
表現は変わり、それは人々の意識改革に多大な効果をもたらすに違いない。
公共の福祉に貢献するコンテンツを世に提供していくためにも、番組制作業
を含むテレビ産業自体のあり方を今こそ見直していくべき時期に来ていると
筆者は考える。他の産業と同じくテレビ産業の衰退を救うのも、女性を含む
あらゆるマイノリティーが平等に参画するダイバーシティではなかろうか。
「女性活躍」を目指す時代だからこそ、メディアの変革に向けた内外からの
実質的な働きかけが、今まさに必要とされている。
注
 （1） 日本新聞協会の発表によると、日本全体の総広告費が前年度から僅か（およそ
3％）に増加したにも関わらず 2014年度の新聞広告費は減少の一途をたどって
おり、2001年のおよそ半分にまで落ち込んでいる。また、発行部数は 2001年
度からおよそ 15%減という状況である（日本新聞協会 2015）。
 （2） 久本・川島は、ある中堅ラジオ局を対象とした調査で、番組制作に関わる多様
な雇用形態のスタッフの現状と賃金格差についての報告を行った（久本・川島  
2008）が、テレビ番組制作については、元関係者が執筆した著作（中川 2010）
等で、内部の様子がわずかにうかがえるにとどまっている。
 （3） 社団法人日本民間放送連盟が発表している「放送番組の種類の基準」（2011年
5月）によると番組の分類は大きく分けて「報道」、「教育」、「教養」、「娯楽」、
「その他（通信販売を含む）」の 5種類であり、NHKでは「情報番組」、「教育
番組」、「芸能番組」と大きく 3種類に分類しているが、実際には「ニュース・
報道」「スポーツ」「情報・ワイドショー」「ドラマ」「音楽」「バラエティ」「映画」
「アニメ・特撮」「ドキュメンタリー・教養」「劇場・公演」「趣味・教育」「福祉」
「キッズ」「語学」といった分類で番組表を作成している。
 （4） 上野（2013）は、均等法が一部の女性たちに総合職として男性と同等の道に参
入する権利を与えたが、ほぼ同時に成立した労働者派遣事業法 （1985年） がそ
の後の改正により多くの女性たちを非正規雇用の立場に押し込め、同じ働く女
性でありながら格差のある「女女格差」の状態をもたらしたと分析している。
 （5） プロデューサーは番組のクオリティ管理はもちろん、予算、人事、スケジュー
ル管理、危機管理など、プロジェクト全体に責任を持つ職。ディレクターは演
出業務の責任者。この 2者の意思決定により、番組の方針が決まる。
 （6） 2004年度の放送ウーマン調査（日本女性放送者懇談会 2005）によれば、民間
放送局（キー局、準キー局）の女性比率の伸びは 13.4％→16.4%→17.5%、
NHKは 7.1％→8.7%→10.8%。
 （7） 2011年の「放送文化」冬号の巻頭インタビューにおいて、タレントのマツ
コ・デラックスが「テレビは巨大化しすぎた」というタイトル記事において、
テレビの現場のスタッフの多さや規模の大きさを、身動きがとれない、と表
現。女性タレントがスタッフの男性目線で選ばれている、女性がここで偉くな
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ろうとしたら、男と同一化するか、女を売るしかない、テレビにお金が集まり
すぎたことがテレビの志を低くした、等の意見を述べている。
 （8） 1990年から全国各地でスタートした夕方の情報番組（日本民間放送連盟  
2001）。地方局発信の地域密着型の番組で、時間帯の特性から主婦層をター
ゲットにしている。再放送が多い時間帯を活性化し、ローカルの新たな提供ス
ポンサー開拓にもつながった。
 （9） 性別による職域分離については、地位の高低の区別ではなく分布の偏りに着目
する「水平的分離」、これに対しして、男女でどちらが高い地位に就きやすい
かを見る「垂直的分離」の二つがある。番組制作の職域は、かつては水平的分
離によって女性が少ない職であったが、現在は参入が進んだため、「性別職務
分離」の概念で捉えるのが適していると考えられる（石田 2004）。本稿で取り
上げる 2つの「女性職」は伝統的な女性役割を反映した AP（アシスタント・
プロデューサー）と、賃金や雇用形態により女性が集まりがちな AD（アシス
タント・ディレクター）という 2つの職務の種類（職種）である。
 （10） （6）を参照。
 （11） ホックシールド （2000） によれば、「相手に感謝や安心の気持ちを喚起させるよ
うな、公的に観察可能な表情や身体的表現をつくるために行う感情の管理」と
定義されている。一般にはサービス業や医療職に伴うものと理解されている。
 （12） 「マミートラック」とは、一時期の収入減や昇進遅れは覚悟の上で、仕事も続け
ながら、子どもの成長にかかわっていこうとする生き方（岩男・加藤 1997）と
され、仕事のキャリア優先派の「ファーストトラック」と対比されて使われる。
 （13） 恵まれた待遇と給与の放送局正社員を頂点とした女性ヒエラルキーが、番組制
作業においても出来上がってしまっている。（4）を参照。
 （14）, （15）, （16） 内閣府男女共同参画局　2014年 8月 12日最終アクセス。
  『男女共同参画基本計画』（http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/1st/ 
index.html）、
  『第二次男女共同参画基本計画』（http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_
plans/2nd/index2.html）、
  『第三次男女共同参画基本計画』（http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_
plans/3rd/index.html）。
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